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連載◎「電気で温暖化防止に挑戦」
　

こ
れ
ま
で
の
連
載
で
、
低
炭
素
社
会

の
実
現
に
は
、
①
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
②

電
化
の
推
進
、
③
低
炭
素
排
出
電
源
の

利
用
が
柱
に
な
る
こ
と
を
述
べ
て
き
た
。

こ
の
う
ち
、
低
炭
素
排
出
電
源
の
利
用

で
は
、
本
連
載
記
事
の
第
１
回
（
本
誌

11
月
号
）
で
述
べ
た
よ
う
に
、
原
子
力

発
電
、
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
、
太
陽
光
、

C
O
2
回
収
貯
留
（
C
C
S
）
と
組
み

合
わ
せ
た
火
力
発
電
な
ど
、
低
炭
素
排

出
電
源
の
大
幅
な
拡
大
、
高
効
率
化
な

ど
に
よ
る
火
力
発
電
の
C
O
2
排
出
原

単
位
の
改
善
が
必
要
で
あ
る
。

　

こ
の
う
ち
、
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
、

C
C
S
と
組
み
合
わ
せ
た
火
力
発
電
は
、

「Cool Earth

エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
革
新

計
画
」
の
下
、
官
民
挙
げ
て
の
研
究
開

発
が
な
さ
れ
て
い
る
が
、
ま
だ
技
術
的

に
未
成
熟
で
あ
り
、
ど
の
程
度
ま
で
大

規
模
に
発
電
に
寄
与
す
る
か
明
ら
か
で

な
い
。
な
お
、
C
C
S
技
術
の
現
状
と

発
電
分
野
へ
の
応
用
に
お
け
る
課
題
に

つ
い
て
は
、
本
連
載
の
第
３
回
（
本
誌

1
月
号
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。
一
方
、

太
陽
光
発
電
は
技
術
開
発
に
よ
っ
て
製

造
コ
ス
ト
の
低
減
が
図
ら
れ
、
家
庭
や

産
業
で
の
導
入
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
今
後
導
入
量
の
飛
躍
的
な
拡

大
が
期
待
さ
れ
る
も
の
の
、
本
稿
で
は
、

天
候
影
響
に
よ
る
稼
働
の
間
欠
性
や
土

地
利
用
上
の
用
途
競
合
な
ど
の
特
質
の

た
め
、
日
本
社
会
全
体
と
し
て
の

C
O
2
排
出
削
減
へ
の
寄
与
は
限
定
的

な
も
の
に
と
ど
ま
る
と
、
い
わ
ば
「
安

全
側
」
に
捉
え
て
お
く
。
現
時
点
で
は
、

原
子
力
発
電
の
み
が
、
大
容
量
の
電
力

供
給
が
可
能
な
低
炭
素
排
出
電
源
で
あ

り
、
低
炭
素
社
会
実
現
へ
の
鍵
を
握
っ

て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

原
子
力
の
も
う
ひ
と
つ
の
大
き
な
特

徴
は
、
燃
料
供
給
の
安
定
性
に
優
れ
る

こ
と
、
す
な
わ
ち
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
ー
確
保
へ
の
貢
献
で
あ
る
。
原

子
力
は
、
発
電
コ
ス
ト
に
占
め
る
ウ
ラ

ン
購
入
費
の
比
率
が
小
さ
く
（
約
３
％
、

火
力
発
電
で
燃
料
費
は
50
〜
60
％
）、

よ
っ
て
燃
料
価
格
の
変
動
に
対
す
る
耐

性
が
高
い
。
し
か
も
、
天
然
ウ
ラ
ン
資

源
の
調
達
先
も
石
油
と
比
較
し
て
よ
り

政
情
の
安
定
し
た
諸
国
に
適
度
に
分
散

し
て
い
る
。
電
力
中
央
研
究
所
（
以
下
、

電
中
研
）
で
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
調

達
の
安
定
性
を
、
世
界
の
資
源
埋
蔵
の

集
中
度
、
日
本
の
燃
料
調
達
先
の
集
中

度
、
政
情
安
定
度
な
ど
に
基
づ
い
て
定

量
的
に
評
価
し
た
結
果
、
原
子
力
（
ウ

ラ
ン
）
の
調
達
リ
ス
ク
が
石
油
に
対
し

て
低
く
、
入
手
の
安
定
性
に
優
れ
て
い

る
こ
と
が
示
さ
れ
た
（
図
1
、
発
電
時

C
O
2
排
出
原
単
位
と
併
せ
て
図
示
し

て
い
る
[1] 

[2] 

）。
こ
れ
は
、
原
子
力
な

２
号
機
の
停
止
と
併
せ
て
公
表
さ
れ
た

浜
岡
６
号
機
（
１
４
０
万
ｋ
Ｗ
級
）

[3]
、
お
よ
び
九
州
電
力
川
内
３
号
機
[4]

を
含
む
）
が
あ
る
。
原
子
力
委
員
会
が

05
年
10
月
に
策
定
し
た
「
原
子
力
政
策

大
綱
」
で
は
、
安
全
の
確
保
を
前
提
に

「
30
年
以
後
も
総
発
電
電
力
量
の
30
〜

40
％
程
度
と
い
う
現
在
の
水
準
か
、
そ

れ
以
上
の
供
給
割
合
を
原
子
力
発
電
が

担
う
こ
と
を
目
指
す
」
と
し
て
い
る
。

こ
の
基
本
方
針
は
、
07
年
3
月
に
改
定

さ
れ
た
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」
に

お
い
て
も
尊
重
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

　

本
連
載
の
第
１
回
で
、
低
炭
素
社
会

実
現
の
た
め
に
、
原
子
力
が
C
O
2
排

出
量
の
60
％
削
減
の
主
役
を
担
う
と
仮

定
し
た
試
算
を
行
っ
た
。
そ
の
結
果
、

目
標
達
成
に
必
要
な
無
炭
素
電
源
の
寄

与
を
原
子
力
発
電
で
達
成
す
る
場
合
、

原
子
力
に
求
め
ら
れ
る
貢
献
は
「
50
年

ま
で
に
原
子
力
発
電
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
生

産
量
を
倍
増
さ
せ
る
こ
と
」、
す
な
わ

ち
現
在
の
設
備
容
量
（
４
７
９
４
万
ｋ

Ｗ
）
に
対
し
て
９
０
０
０
万
ｋ
Ｗ
（
設

備
利
用
率
90
％
を
前
提
、
設
備
利
用
率

80
％
で
あ
れ
ば
１
０
０
０
０
万
ｋ
Ｗ
）

に
相
当
す
る
こ
と
を
示
し
た
。
も
ち
ろ

ん
、
ほ
か
の
無
炭
素
電
源
の
貢
献
が
あ

れ
ば
、
そ
の
分
だ
け
原
子
力
の
貢
献
度

合
い
は
低
く
て
よ
い
が
、
本
稿
で
は
、

仮
に
９
０
０
０
万
ｋ
Ｗ
の
実
現
が
必
要

と
さ
れ
た
と
し
た
と
き
に
、
そ
れ
は
果

た
し
て
可
能
だ
ろ
う
か
、
ま
た
、
そ
の

着
実
な
実
現
に
向
け
て
克
服
し
て
い
く

べ
き
課
題
に
は
何
が
あ
る
だ
ろ
う
か
、

と
い
う
視
点
で
考
察
を
進
め
る
。

 （
1
）
既
設
炉
の
活
用

　

原
子
力
発
電
が
今
後
さ
ら
に
大
き
な

役
割
を
担
っ
て
い
く
た
め
に
は
、
既
存

設
備
の
最
大
限
の
活
用
が
前
提
と
な
る
。

こ
の
た
め
に
、
以
下
に
示
す
４
つ
の
課

題
に
対
し
可
能
な
限
り
の
改
善
を
図
っ

て
い
く
必
要
が
あ
る
。

設
備
利
用
率
の
向
上

　

わ
が
国
の
原
子
力
発
電
プ
ラ
ン
ト
の

設
備
利
用
率
は
、
検
査
制
度
の
違
い
な

ど
に
起
因
し
て
米
国
な
ど
と
比
べ
て
低

く
、
特
に
07
年
に
は
、
同
年
７
月
16
日

に
発
生
し
た
新
潟
県
中
越
沖
地
震
に
よ

る
東
京
電
力
柏
崎
刈
羽
原
子
力
発
電
所

の
停
止
の
影
響
も
あ
り
、
全
プ
ラ
ン
ト

に
運
転
終
了
が
公
表
[3]
さ
れ
た
中
部
電

力
浜
岡
原
子
力
発
電
所
１
、
２
号
機
を

除
く
基
数
）、
合
計
４
７
９
４
万
ｋ
Ｗ

の
発
電
プ
ラ
ン
ト
が
運
転
中
（
点
検
の

た
め
停
止
中
も
含
む
）
で
、
近
年
、
わ

が
国
の
総
発
電
電
力
量
の
約
３
分
の
１

を
供
給
し
て
い
る
（
た
だ
し
、
07
年
度

は
新
潟
県
中
越
沖
地
震
の
影
響
か
ら
、

総
発
電
電
力
量
に
占
め
る
原
子
力
発
電

比
率
が
26
％
に
と
ど
ま
っ
た
）。さ
ら
に
、

新
た
に
３
基
、
合
計
３
６
７
万
ｋ
Ｗ
が

建
設
中
で
あ
り
、
加
え
て
12
基
、
合
計

１
６
５
５
万
ｋ
Ｗ
の
開
発
計
画
（
１
、

ど
に
よ
る
石
油
代
替
の
着
実
な
進
展
に

よ
り
、
わ
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
ー
が
１
９
７
０
年
代
の
石
油
危

機
当
時
か
ら
大
き
く
改
善
し
て
き
た
こ

と
の
傍
証
と
い
え
る
。
以
上
か
ら
、
原

子
力
は
大
容
量
の
低
炭
素
排
出
電
源
と

し
て
、「
地
球
環
境
問
題
へ
の
対
応
」

と
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
確

保
」
の
両
立
に
大
き
な
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

を
有
し
て
い
る
と
言
え
る
。

　

わ
が
国
の
商
業
用
原
子
力
発
電
所
は

す
べ
て
軽
水
炉
で
あ
り
、
２
０
０
９
年

１
月
末
現
在
で
53
基
（
08
年
12
月
22
日
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図1 電源間の燃料供給安定性・CO2排出原単位の比較［1］［2］
燃料調達リスク係数は、以下の要素を勘案して算出し、石油（=1.0）で規格化
して表示している。
①世界の燃料供給における市場支配力の集中
・ 資源埋蔵量の特定国・地域への集中度（地域毎の資源埋蔵量の偏りに、当該国・
地域の社会経済的不安定度を加味）
・  世界貿易の特定国・地域への集中度（地域毎の輸出量の偏りに、当該国・地域
の社会経済的不安定度を加味）
②わが国輸入の特定国・地域への集中度（地域毎の輸入量に、当該国・地域の
　社会経済的不安定度を加味）
評価における地域区分は8地域（北米、中南米、欧州、旧ソ連、中東、アフリカ、
アジア、太平洋）とした。各国・地域の社会経済的不安定度は、（独）日本貿易
保険による国の格付けに基づき10段階（0.1から1.0）で評価した。

連載◎「電気で温暖化防止に挑戦」

安尾　明
電力中央研究所 原子力技術研究
所 発電基盤技術領域リーダー 上
席研究員。原子炉プラント内の伝
熱・流動・振動の研究および軽水
炉発電システムの研究開発に従事。

長野　浩司
電力中央研究所 社会経済研究所 
上席研究員。エネルギー及び原子
力システムの技術経済分析、原子
力政策の研究に従事。

1
低
炭
素
社
会
を
担
う

原
子
力
の
役
割 低

炭
素
社
会
実
現
の

鍵
を
握
る
原
子
力
発
電

第5回

電
力
中
央
研
究
所
『
電
気
と
環
境
の
フ
ォ
ー
ラ
ム
』

2
原
子
力
発
電
の
利
用
拡

大
に
向
け
た
課
題
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示
さ
れ
た
（
図
1
、
発
電
時

C
O
2
排
出
原
単
位
と
併
せ
て
図
示
し

て
い
る
[1] 

[2] 

）。
こ
れ
は
、
原
子
力
な

２
号
機
の
停
止
と
併
せ
て
公
表
さ
れ
た

浜
岡
６
号
機
（
１
４
０
万
ｋ
Ｗ
級
）

[3]
、
お
よ
び
九
州
電
力
川
内
３
号
機
[4]

を
含
む
）
が
あ
る
。
原
子
力
委
員
会
が

05
年
10
月
に
策
定
し
た
「
原
子
力
政
策

大
綱
」
で
は
、
安
全
の
確
保
を
前
提
に

「
30
年
以
後
も
総
発
電
電
力
量
の
30
〜

40
％
程
度
と
い
う
現
在
の
水
準
か
、
そ

れ
以
上
の
供
給
割
合
を
原
子
力
発
電
が

担
う
こ
と
を
目
指
す
」
と
し
て
い
る
。

こ
の
基
本
方
針
は
、
07
年
3
月
に
改
定

さ
れ
た
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」
に

お
い
て
も
尊
重
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

　

本
連
載
の
第
１
回
で
、
低
炭
素
社
会

実
現
の
た
め
に
、
原
子
力
が
C
O
2
排

出
量
の
60
％
削
減
の
主
役
を
担
う
と
仮

定
し
た
試
算
を
行
っ
た
。
そ
の
結
果
、

目
標
達
成
に
必
要
な
無
炭
素
電
源
の
寄

与
を
原
子
力
発
電
で
達
成
す
る
場
合
、

原
子
力
に
求
め
ら
れ
る
貢
献
は
「
50
年

ま
で
に
原
子
力
発
電
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
生

産
量
を
倍
増
さ
せ
る
こ
と
」、
す
な
わ

ち
現
在
の
設
備
容
量
（
４
７
９
４
万
ｋ

Ｗ
）
に
対
し
て
９
０
０
０
万
ｋ
Ｗ
（
設

備
利
用
率
90
％
を
前
提
、
設
備
利
用
率

80
％
で
あ
れ
ば
１
０
０
０
０
万
ｋ
Ｗ
）

に
相
当
す
る
こ
と
を
示
し
た
。
も
ち
ろ

ん
、
ほ
か
の
無
炭
素
電
源
の
貢
献
が
あ

れ
ば
、
そ
の
分
だ
け
原
子
力
の
貢
献
度

合
い
は
低
く
て
よ
い
が
、
本
稿
で
は
、

仮
に
９
０
０
０
万
ｋ
Ｗ
の
実
現
が
必
要

と
さ
れ
た
と
し
た
と
き
に
、
そ
れ
は
果

た
し
て
可
能
だ
ろ
う
か
、
ま
た
、
そ
の

着
実
な
実
現
に
向
け
て
克
服
し
て
い
く

べ
き
課
題
に
は
何
が
あ
る
だ
ろ
う
か
、

と
い
う
視
点
で
考
察
を
進
め
る
。

 （
1
）
既
設
炉
の
活
用

　

原
子
力
発
電
が
今
後
さ
ら
に
大
き
な

役
割
を
担
っ
て
い
く
た
め
に
は
、
既
存

設
備
の
最
大
限
の
活
用
が
前
提
と
な
る
。

こ
の
た
め
に
、
以
下
に
示
す
４
つ
の
課

題
に
対
し
可
能
な
限
り
の
改
善
を
図
っ

て
い
く
必
要
が
あ
る
。

設
備
利
用
率
の
向
上

　

わ
が
国
の
原
子
力
発
電
プ
ラ
ン
ト
の

設
備
利
用
率
は
、
検
査
制
度
の
違
い
な

ど
に
起
因
し
て
米
国
な
ど
と
比
べ
て
低

く
、
特
に
07
年
に
は
、
同
年
７
月
16
日

に
発
生
し
た
新
潟
県
中
越
沖
地
震
に
よ

る
東
京
電
力
柏
崎
刈
羽
原
子
力
発
電
所

の
停
止
の
影
響
も
あ
り
、
全
プ
ラ
ン
ト

に
運
転
終
了
が
公
表
[3]
さ
れ
た
中
部
電

力
浜
岡
原
子
力
発
電
所
１
、
２
号
機
を

除
く
基
数
）、
合
計
４
７
９
４
万
ｋ
Ｗ

の
発
電
プ
ラ
ン
ト
が
運
転
中
（
点
検
の

た
め
停
止
中
も
含
む
）
で
、
近
年
、
わ

が
国
の
総
発
電
電
力
量
の
約
３
分
の
１

を
供
給
し
て
い
る
（
た
だ
し
、
07
年
度

は
新
潟
県
中
越
沖
地
震
の
影
響
か
ら
、

総
発
電
電
力
量
に
占
め
る
原
子
力
発
電

比
率
が
26
％
に
と
ど
ま
っ
た
）。さ
ら
に
、

新
た
に
３
基
、
合
計
３
６
７
万
ｋ
Ｗ
が

建
設
中
で
あ
り
、
加
え
て
12
基
、
合
計

１
６
５
５
万
ｋ
Ｗ
の
開
発
計
画
（
１
、

ど
に
よ
る
石
油
代
替
の
着
実
な
進
展
に

よ
り
、
わ
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
ー
が
１
９
７
０
年
代
の
石
油
危

機
当
時
か
ら
大
き
く
改
善
し
て
き
た
こ

と
の
傍
証
と
い
え
る
。
以
上
か
ら
、
原

子
力
は
大
容
量
の
低
炭
素
排
出
電
源
と

し
て
、「
地
球
環
境
問
題
へ
の
対
応
」

と
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
確

保
」
の
両
立
に
大
き
な
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

を
有
し
て
い
る
と
言
え
る
。

　

わ
が
国
の
商
業
用
原
子
力
発
電
所
は

す
べ
て
軽
水
炉
で
あ
り
、
２
０
０
９
年

１
月
末
現
在
で
53
基
（
08
年
12
月
22
日
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図1 電源間の燃料供給安定性・CO2排出原単位の比較［1］［2］
燃料調達リスク係数は、以下の要素を勘案して算出し、石油（=1.0）で規格化
して表示している。
①世界の燃料供給における市場支配力の集中
・ 資源埋蔵量の特定国・地域への集中度（地域毎の資源埋蔵量の偏りに、当該国・
地域の社会経済的不安定度を加味）
・  世界貿易の特定国・地域への集中度（地域毎の輸出量の偏りに、当該国・地域
の社会経済的不安定度を加味）
②わが国輸入の特定国・地域への集中度（地域毎の輸入量に、当該国・地域の
　社会経済的不安定度を加味）
評価における地域区分は8地域（北米、中南米、欧州、旧ソ連、中東、アフリカ、
アジア、太平洋）とした。各国・地域の社会経済的不安定度は、（独）日本貿易
保険による国の格付けに基づき10段階（0.1から1.0）で評価した。

連載◎「電気で温暖化防止に挑戦」

安尾　明
電力中央研究所 原子力技術研究
所 発電基盤技術領域リーダー 上
席研究員。原子炉プラント内の伝
熱・流動・振動の研究および軽水
炉発電システムの研究開発に従事。

長野　浩司
電力中央研究所 社会経済研究所 
上席研究員。エネルギー及び原子
力システムの技術経済分析、原子
力政策の研究に従事。

1
低
炭
素
社
会
を
担
う

原
子
力
の
役
割 低

炭
素
社
会
実
現
の

鍵
を
握
る
原
子
力
発
電

第5回

電
力
中
央
研
究
所
『
電
気
と
環
境
の
フ
ォ
ー
ラ
ム
』

2
原
子
力
発
電
の
利
用
拡

大
に
向
け
た
課
題



63 　エネルギーフォーラム／2009.3 2009.3／エネルギーフォーラム 　62

連載◎「電気で温暖化防止に挑戦」

第5回 低炭素社会実現の鍵を握る原子力発電

平
均
利
用
率
は
60
％
台
に
低
下
し
た（
図

２
）。
こ
の
こ
と
が
、
上
に
述
べ
た
原

子
力
に
よ
る
発
電
電
力
量
割
合
の
一
時

的
な
落
ち
込
み
を
も
た
ら
し
た
。

　

一
方
、
米
国
に
お
け
る
設
備
利
用
率

向
上
に
は
、
90
年
代
に
米
国
原
子
力
規

制
委
員
会
（
N
R
C
）
が
導
入
し
た
発

電
所
保
守
の
新
た
な
ル
ー
ル
が
果
た
し

た
役
割
が
大
き
い
。
こ
の
ル
ー
ル
で
は
、

確
率
論
的
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
を
利
用

し
て
機
器
や
シ
ス
テ
ム
を
安
全
上
重
要

な
順
番
に
ラ
ン
ク
付
け
し
、
こ
れ
に
基

づ
い
て
重
点
的
に
保
守
を
行
な
う
こ
と

と
し
た
。
こ
の
結
果
、
設
備
利
用
率
の

向
上
と
併
せ
て
、
計
画
外
停
止
頻
度
の

減
少
な
ど
安
全
性
の
向
上
が
図
ら
れ
た
。

こ
の
よ
う
な
米
国
の
発
電
設
備
運
用
の

効
率
化
へ
の
取
り
組
み
も
参
考
に
、
わ

が
国
に
お
い
て
も
原
子
力
発
電
所
の
検

査
制
度
の
見
直
し
が
行
な
わ
れ
、
新
し

い
検
査
制
度
の
下
に
原
子
炉
の
保
全
活

動
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
[6]
。

こ
の
新
し
い
保
全
活
動
で
は
、
プ
ラ
ン

ト
ご
と
の
特
性
を
踏
ま
え
た
点
検
、
補

修
、
取
り
替
え
な
ど
が
行
な
わ
れ
る
こ

と
に
な
り
、
日
常
の
保
全
活
動
を
充
実

さ
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
れ
ま
で
13

カ
月
を
超
え
な
い
範
囲
で
義
務
付
け
ら

れ
て
い
た
定
期
検
査
の
間
隔
に
つ
い
て
、

安
全
性
を
損
な
う
こ
と
な
く
米
国
や
欧

州
主
要
国
で
標
準
と
な
っ
て
い
る
24
カ

月
以
内
で
最
適
な
点
検
周
期
を
柔
軟
か

つ
機
動
的
に
設
定
で
き
る
道
が
開
か
れ

た
。
ま
た
今
後
、
プ
ラ
ン
ト
の
リ
ス
ク

情
報
を
利
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
運
転

中
に
保
守
作
業
が
で
き
る
機
器
の
範
囲

が
広
が
り
、
プ
ラ
ン
ト
の
総
合
的
な
安

全
性
を
よ
り
高
い
水
準
に
保
ち
つ
つ
、

検
査
に
よ
る
プ
ラ
ン
ト
の
停
止
期
間
を

短
縮
で
き
る
可
能
性
も
あ
る
。
こ
れ
ら

の
施
策
を
講
じ
る
こ
と
に
よ
り
、
既
存

軽
水
炉
の
設
備
利
用
率
を
中
長
期
的
に

90
%
に
ま
で
高
め
て
い
く
こ
と
は
充
分

に
可
能
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
な
お
、

こ
こ
で
は
『
原
子
力
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
生

産
量
の
増
大
』
を
主
眼
に
論
じ
た
が
、

以
上
の
施
策
の
結
果
と
し
て
大
き
な
追

加
費
用
な
し
に
設
備
利
用
率
の
向
上（
お

よ
び
次
項
に
示
す
出
力
向
上
）
が
実
現

さ
れ
れ
ば
、
原
子
力
発
電
の
経
済
性
の

向
上
に
も
寄
与
す
る
こ
と
を
付
言
し
て

お
く
。

出
力
向
上

　

米
国
に
お
け
る
既
設
軽
水
炉
活
用
の

改
善
に
向
け
た
努
力
は
、
設
備
利
用
率

の
向
上
に
と
ど
ま
ら
な
い
。
近
年
、
同

国
で
は
、
原
子
炉
の
裕
度
を
活
用
し
、

下
記
の
方
法
に
よ
っ
て
、
既
存
軽
水
炉

か
ら
よ
り
多
く
の
電
気
出
力
を
得
る
取

り
組
み
（
出
力
向
上
）
を
進
め
て
い
る
。

第
１
は
給
水
流
量
計
な
ど
の
測
定
精
度

を
改
善
す
る
こ
と
で
、
従
来
の
安
全
解

析
で
見
込
ま
れ
て
い
た
計
測
不
確
さ
を

小
さ
く
す
る
方
法
（
２
％
程
度
向
上
）、

第
２
は
安
全
解
析
な
ど
の
精
度
を
向
上

さ
せ
た
再
評
価
に
よ
る
方
法
（
７
〜
８

％
程
度
向
上
）、第
３
は
蒸
気
タ
ー
ビ
ン
、

復
水
ポ
ン
プ
や
モ
ー
タ
ー
、
主
発
電
機

な
ど
個
別
機
器
の
改
造
に
よ
る
方
法（
こ

れ
ま
で
に
約
20
％
の
向
上
ま
で
認
可
実

績
あ
り
）
な
ど
で
あ
る
。
米
国
内
の
１

０
３
基
の
原
子
炉
に
対
し
、
こ
れ
ま
で

に
１
０
０
万
ｋ
Ｗ
の
原
子
炉
を
新
し
く

５
基
建
設
し
た
こ
と
に
相
当
す
る
累
計

５
２
２
万
ｋ
Ｗ
の
出
力
向
上
を
行
な
う

と
と
も
に
、
現
在
さ
ら
に
計
91
万
k
W

の
出
力
向
上
に
つ
い
て
の
安
全
審
査
を

行
っ
て
い
る
[7]
。
わ
が
国
で
も
、
同
様

の
取
り
組
み
が
よ
う
や
く
本
格
化
し
て

き
て
お
り
、
原
子
力
学
会
に
お
い
て
そ

の
導
入
に
か
か
わ
る
技
術
課
題
の
取
り

ま
と
め
が
行
わ
れ
る
な
ど
、
具
体
的
な

計
画
と
実
現
が
期
待
さ
れ
る
。

経
年
軽
水
炉
の
長
期
安
定
運
転

　

運
転
開
始
か
ら
相
当
の
年
数
が
経
過

し
た
軽
水
炉
（
経
年
軽
水
炉
）
を
安
定

し
て
継
続
稼
働
さ
せ
る
こ
と
も
、
重
要

な
課
題
で
あ
る
。
わ
が
国
で
初
期
に
建

設
さ
れ
た
軽
水
炉
で
、
既
に
30
年
以
上

の
運
転
を
経
過
し
て
使
用
さ
れ
て
い
る

経
年
軽
水
炉
数
は
08
年
末
ま
で
に
15
基

あ
る
が
、
こ
れ
が
10
年
に
は
18
基
に
達

し
、
今
後
も
経
年
軽
水
炉
の
累
積
基
数

が
次
第
に
増
加
す
る
。
こ
う
し
た
状
況

へ
の
対
応
の
た
め
、
既
に
さ
ま
ざ
ま
な

技
術
課
題
の
存
在
が
認
識
さ
れ
て
お
り
、

国
、
大
学
、
産
業
界
の
各
方
面
で
、
技

術
的
対
策
・
措
置
の
研
究
開
発
が
進
め

ら
れ
、
研
究
成
果
を
取
り
入
れ
た
規
格
・

基
準
類
の
策
定
が
国
内
学
協
会
に
お
い

て
進
め
ら
れ
て
い
る
（
図
３
）。

　

こ
の
う
ち
電
中
研
で
は
、
産
業
界
の

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
い
て
発
電
所
現

場
と
連
携
し
、
原
子
炉
の
最
重
要
機
器

で
あ
る
圧
力
容
器
材
料
の
中
性
子
に
よ

る
経
年
変
化
（
脆
化
）
予
測
法
の
開
発

な
ど
、
機
器
・
材
料
の
長
期
健
全
性
を

科
学
的
合
理
的
に
評
価
す
る
手
法
の
開

発
・
実
証
と
、
こ
の
成
果
を
軽
水
炉
の

長
期
利
用
に
活
用
し
て
い
く
た
め
の
研

究
開
発
を
進
め
て
い
る
。
こ
れ
ら
施
策

を
着
実
に
進
め
る
こ
と
に
よ
り
、
既
設

原
子
炉
の
性
能
を
適
切
に
維
持
し
つ
つ
、

50
〜
60
年
以
上
の
長
期
に
わ
た
る
運
転

継
続
が
可
能
と
な
る
。

既
設
炉
の
安
定
運
転
に
対
す
る
制
度
面

か
ら
の
支
援

　

以
上
に
述
べ
た
技
術
面
の
課
題
に
か

か
わ
る
努
力
を
円
滑
に
実
施
し
て
い
く

上
で
、
こ
れ
を
支
援
す
る
法
制
度
面
で

の
整
備
を
併
せ
て
遅
滞
な
く
図
っ
て
い

く
必
要
が
あ
る
。
設
備
利
用
率
向
上
で

言
及
し
た
検
査
制
度
の
見
直
し
は
こ
の

面
で
の
大
き
な
前
進
で
あ
る
。
出
力
向

上
な
ど
の
設
備
の
更
新
を
伴
う
施
策
に

つ
い
て
も
、
そ
の
審
査
に
お
い
て
事
業

者
・
規
制
当
局
双
方
に
大
き
な
負
担
を

生
じ
さ
せ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
リ
ス

ク
情
報
の
活
用
な
ど
を
制
度
的
に
担
保

し
て
い
く
な
ど
、
既
設
炉
活
用
に
か
か

わ
る
技
術
的
な
検
討
成
果
を
法
制
度
に

適
切
、
迅
速
に
反
映
す
る
措
置
を
講
じ

て
い
く
べ
き
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
例
を

含
め
て
、
既
設
発
電
所
の
運
用
改
善
に

つ
な
が
る
法
規
制
制
度
の
在
り
方
に
つ
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図2 日・米にお
ける原子力発電
の設備利用率[5]

図3 高経年化対策研究の歩みと今後の展開[8]
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ズム研究など）がスタート

発電技検の
「プラント長寿命化技術
開発プロジェクト
（PLEX）」に反映
（1987～1996年度）

IGSCC（原子力用ステンレ
ス鋼の耐IGSCC）
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への反映
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技術開発
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活用
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平
均
利
用
率
は
60
％
台
に
低
下
し
た（
図

２
）。
こ
の
こ
と
が
、
上
に
述
べ
た
原

子
力
に
よ
る
発
電
電
力
量
割
合
の
一
時

的
な
落
ち
込
み
を
も
た
ら
し
た
。

　

一
方
、
米
国
に
お
け
る
設
備
利
用
率

向
上
に
は
、
90
年
代
に
米
国
原
子
力
規

制
委
員
会
（
N
R
C
）
が
導
入
し
た
発

電
所
保
守
の
新
た
な
ル
ー
ル
が
果
た
し

た
役
割
が
大
き
い
。
こ
の
ル
ー
ル
で
は
、

確
率
論
的
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
を
利
用

し
て
機
器
や
シ
ス
テ
ム
を
安
全
上
重
要

な
順
番
に
ラ
ン
ク
付
け
し
、
こ
れ
に
基

づ
い
て
重
点
的
に
保
守
を
行
な
う
こ
と

と
し
た
。
こ
の
結
果
、
設
備
利
用
率
の

向
上
と
併
せ
て
、
計
画
外
停
止
頻
度
の

減
少
な
ど
安
全
性
の
向
上
が
図
ら
れ
た
。

こ
の
よ
う
な
米
国
の
発
電
設
備
運
用
の

効
率
化
へ
の
取
り
組
み
も
参
考
に
、
わ

が
国
に
お
い
て
も
原
子
力
発
電
所
の
検

査
制
度
の
見
直
し
が
行
な
わ
れ
、
新
し

い
検
査
制
度
の
下
に
原
子
炉
の
保
全
活

動
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
[6]
。

こ
の
新
し
い
保
全
活
動
で
は
、
プ
ラ
ン

ト
ご
と
の
特
性
を
踏
ま
え
た
点
検
、
補

修
、
取
り
替
え
な
ど
が
行
な
わ
れ
る
こ

と
に
な
り
、
日
常
の
保
全
活
動
を
充
実

さ
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
れ
ま
で
13

カ
月
を
超
え
な
い
範
囲
で
義
務
付
け
ら

れ
て
い
た
定
期
検
査
の
間
隔
に
つ
い
て
、

安
全
性
を
損
な
う
こ
と
な
く
米
国
や
欧

州
主
要
国
で
標
準
と
な
っ
て
い
る
24
カ

月
以
内
で
最
適
な
点
検
周
期
を
柔
軟
か

つ
機
動
的
に
設
定
で
き
る
道
が
開
か
れ

た
。
ま
た
今
後
、
プ
ラ
ン
ト
の
リ
ス
ク

情
報
を
利
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
運
転

中
に
保
守
作
業
が
で
き
る
機
器
の
範
囲

が
広
が
り
、
プ
ラ
ン
ト
の
総
合
的
な
安

全
性
を
よ
り
高
い
水
準
に
保
ち
つ
つ
、

検
査
に
よ
る
プ
ラ
ン
ト
の
停
止
期
間
を

短
縮
で
き
る
可
能
性
も
あ
る
。
こ
れ
ら

の
施
策
を
講
じ
る
こ
と
に
よ
り
、
既
存

軽
水
炉
の
設
備
利
用
率
を
中
長
期
的
に

90
%
に
ま
で
高
め
て
い
く
こ
と
は
充
分

に
可
能
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
な
お
、

こ
こ
で
は
『
原
子
力
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
生

産
量
の
増
大
』
を
主
眼
に
論
じ
た
が
、

以
上
の
施
策
の
結
果
と
し
て
大
き
な
追

加
費
用
な
し
に
設
備
利
用
率
の
向
上（
お

よ
び
次
項
に
示
す
出
力
向
上
）
が
実
現

さ
れ
れ
ば
、
原
子
力
発
電
の
経
済
性
の

向
上
に
も
寄
与
す
る
こ
と
を
付
言
し
て

お
く
。

出
力
向
上

　

米
国
に
お
け
る
既
設
軽
水
炉
活
用
の

改
善
に
向
け
た
努
力
は
、
設
備
利
用
率

の
向
上
に
と
ど
ま
ら
な
い
。
近
年
、
同

国
で
は
、
原
子
炉
の
裕
度
を
活
用
し
、

下
記
の
方
法
に
よ
っ
て
、
既
存
軽
水
炉

か
ら
よ
り
多
く
の
電
気
出
力
を
得
る
取

り
組
み
（
出
力
向
上
）
を
進
め
て
い
る
。

第
１
は
給
水
流
量
計
な
ど
の
測
定
精
度

を
改
善
す
る
こ
と
で
、
従
来
の
安
全
解

析
で
見
込
ま
れ
て
い
た
計
測
不
確
さ
を

小
さ
く
す
る
方
法
（
２
％
程
度
向
上
）、

第
２
は
安
全
解
析
な
ど
の
精
度
を
向
上

さ
せ
た
再
評
価
に
よ
る
方
法
（
７
〜
８

％
程
度
向
上
）、第
３
は
蒸
気
タ
ー
ビ
ン
、

復
水
ポ
ン
プ
や
モ
ー
タ
ー
、
主
発
電
機

な
ど
個
別
機
器
の
改
造
に
よ
る
方
法（
こ

れ
ま
で
に
約
20
％
の
向
上
ま
で
認
可
実

績
あ
り
）
な
ど
で
あ
る
。
米
国
内
の
１

０
３
基
の
原
子
炉
に
対
し
、
こ
れ
ま
で

に
１
０
０
万
ｋ
Ｗ
の
原
子
炉
を
新
し
く

５
基
建
設
し
た
こ
と
に
相
当
す
る
累
計

５
２
２
万
ｋ
Ｗ
の
出
力
向
上
を
行
な
う

と
と
も
に
、
現
在
さ
ら
に
計
91
万
k
W

の
出
力
向
上
に
つ
い
て
の
安
全
審
査
を

行
っ
て
い
る
[7]
。
わ
が
国
で
も
、
同
様

の
取
り
組
み
が
よ
う
や
く
本
格
化
し
て

き
て
お
り
、
原
子
力
学
会
に
お
い
て
そ

の
導
入
に
か
か
わ
る
技
術
課
題
の
取
り

ま
と
め
が
行
わ
れ
る
な
ど
、
具
体
的
な

計
画
と
実
現
が
期
待
さ
れ
る
。

経
年
軽
水
炉
の
長
期
安
定
運
転

　

運
転
開
始
か
ら
相
当
の
年
数
が
経
過

し
た
軽
水
炉
（
経
年
軽
水
炉
）
を
安
定

し
て
継
続
稼
働
さ
せ
る
こ
と
も
、
重
要

な
課
題
で
あ
る
。
わ
が
国
で
初
期
に
建

設
さ
れ
た
軽
水
炉
で
、
既
に
30
年
以
上

の
運
転
を
経
過
し
て
使
用
さ
れ
て
い
る

経
年
軽
水
炉
数
は
08
年
末
ま
で
に
15
基

あ
る
が
、
こ
れ
が
10
年
に
は
18
基
に
達

し
、
今
後
も
経
年
軽
水
炉
の
累
積
基
数

が
次
第
に
増
加
す
る
。
こ
う
し
た
状
況

へ
の
対
応
の
た
め
、
既
に
さ
ま
ざ
ま
な

技
術
課
題
の
存
在
が
認
識
さ
れ
て
お
り
、

国
、
大
学
、
産
業
界
の
各
方
面
で
、
技

術
的
対
策
・
措
置
の
研
究
開
発
が
進
め

ら
れ
、
研
究
成
果
を
取
り
入
れ
た
規
格
・

基
準
類
の
策
定
が
国
内
学
協
会
に
お
い

て
進
め
ら
れ
て
い
る
（
図
３
）。

　

こ
の
う
ち
電
中
研
で
は
、
産
業
界
の

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
い
て
発
電
所
現

場
と
連
携
し
、
原
子
炉
の
最
重
要
機
器

で
あ
る
圧
力
容
器
材
料
の
中
性
子
に
よ

る
経
年
変
化
（
脆
化
）
予
測
法
の
開
発

な
ど
、
機
器
・
材
料
の
長
期
健
全
性
を

科
学
的
合
理
的
に
評
価
す
る
手
法
の
開

発
・
実
証
と
、
こ
の
成
果
を
軽
水
炉
の

長
期
利
用
に
活
用
し
て
い
く
た
め
の
研

究
開
発
を
進
め
て
い
る
。
こ
れ
ら
施
策

を
着
実
に
進
め
る
こ
と
に
よ
り
、
既
設

原
子
炉
の
性
能
を
適
切
に
維
持
し
つ
つ
、

50
〜
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以
上
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長
期
に
わ
た
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運
転
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可
能
と
な
る
。
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に
対
す
る
制
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面

か
ら
の
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援

　

以
上
に
述
べ
た
技
術
面
の
課
題
に
か

か
わ
る
努
力
を
円
滑
に
実
施
し
て
い
く

上
で
、
こ
れ
を
支
援
す
る
法
制
度
面
で

の
整
備
を
併
せ
て
遅
滞
な
く
図
っ
て
い

く
必
要
が
あ
る
。
設
備
利
用
率
向
上
で

言
及
し
た
検
査
制
度
の
見
直
し
は
こ
の

面
で
の
大
き
な
前
進
で
あ
る
。
出
力
向

上
な
ど
の
設
備
の
更
新
を
伴
う
施
策
に

つ
い
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も
、
そ
の
審
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に
お
い
て
事
業

者
・
規
制
当
局
双
方
に
大
き
な
負
担
を

生
じ
さ
せ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
リ
ス

ク
情
報
の
活
用
な
ど
を
制
度
的
に
担
保

し
て
い
く
な
ど
、
既
設
炉
活
用
に
か
か

わ
る
技
術
的
な
検
討
成
果
を
法
制
度
に

適
切
、
迅
速
に
反
映
す
る
措
置
を
講
じ

て
い
く
べ
き
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
例
を

含
め
て
、
既
設
発
電
所
の
運
用
改
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に

つ
な
が
る
法
規
制
制
度
の
在
り
方
に
つ
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い
て
、
透
明
性
を
持
っ
た
検
討
を
進
め
、

そ
の
結
果
を
逐
次
実
現
し
て
い
く
こ
と

が
急
務
で
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
事
項
に
対
す
る
取
り
組
み

に
よ
り
、
上
述
の
開
発
計
画
分
以
外
の

新
規
建
設
が
な
い
と
し
て
も
、
50
年
時

点
で
91
年
以
降
に
運
転
開
始
し
た
３
８

０
０
万
ｋ
Ｗ
に
加
え
て
出
力
向
上
分
が

供
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
出
力
向
上

の
寄
与
を
見
込
ま
な
い
と
し
て
も
，
本

稿
の
検
討
に
お
い
て
仮
定
し
た
設
備
容

量
９
０
０
０
万
ｋ
Ｗ
の
う
ち
42
％
程
度

以
上
を
既
設
軽
水
炉
（
開
発
計
画
に
基

づ
く
建
設
分
含
む
）
で
担
う
こ
と
が
可

能
で
あ
る
。
そ
の
一
方
で
、
な
お
不
足

す
る
最
大
５
２
０
０
万
ｋ
Ｗ
（
出
力
向

上
の
寄
与
が
あ
れ
ば
そ
の
分
だ
け
少
な

く
て
済
む
）に
つ
い
て
、
新
規
建
設（
既

設
炉
の
リ
プ
レ
ー
ス
建
設
を
含
む
）
に

よ
る
補
完
増
強
を
図
っ
て
い
か
ざ
る
を

得
な
い
。
そ
の
実
現
の
た
め
の
課
題
と

し
て
は
、
何
が
あ
る
だ
ろ
う
か
。

（
2
） 

新
規
炉
の
着
実
な
建
設

　

新
規
の
原
子
力
プ
ラ
ン
ト
建
設
に
向

け
て
は
、
既
設
炉
の
廃
止
措
置
お
よ
び

そ
の
跡
地
再
利
用
の
た
め
の
技
術
（
リ

プ
レ
ー
ス
技
術
）
開
発
や
、
現
行
の
軽

水
炉
よ
り
さ
ら
に
安
全
性
と
経
済
性
を

高
め
た
次
世
代
の
軽
水
炉
開
発
な
ど
が

進
め
ら
れ
て
い
る
。
リ
プ
レ
ー
ス
技
術

や
将
来
建
設
さ
れ
る
に
ふ
さ
わ
し
い
原

子
炉
の
設
計
や
技
術
課
題
な
ど
に
つ
い

て
は
、
連
載
第
８
回
（
本
誌
６
月
号
）

で
論
じ
る
こ
と
と
す
る
が
、
こ
こ
で
は
、

今
後
原
子
力
プ
ラ
ン
ト
が
順
調
に
建
設

さ
れ
て
い
く
た
め
の
条
件
と
し
て
、
以

下
の
２
点
を
強
調
し
た
い
。

新
・
増
設
の
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
短
縮

　

原
子
力
発
電
所
の
新
規
建
設
、
増
設

あ
る
い
は
リ
プ
レ
ー
ス
に
は
、
計
画
か

ら
建
設
を
経
て
運
転
開
始
に
至
る
ま
で

長
い
リ
ー
ド
タ
イ
ム
を
伴
う
。
そ
の
中

で
、
許
認
可
手
続
き
に
要
す
る
時
間
も

無
視
で
き
な
い
要
素
で
あ
り
、
そ
の
合

理
化
に
よ
る
所
要
時
間
短
縮
が
望
ま
れ

る
。
既
存
サ
イ
ト
に
お
け
る
増
設
な
い

し
リ
プ
レ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
米
国
で

採
用
さ
れ
て
い
る
「
建
設
運
転
一
括
許

認
可
（C

om
bined C

onstruction 

an
d O

p
eratin

g L
icen

se

：

C
O
L
）」
制
度
な
ど
の
活
用
な
ど
、

手
続
き
の
簡
素
化
を
図
る
余
地
が
あ
る
。

ま
た
、
新
規
サ
イ
ト
に
つ
い
て
は
、

C
O
L
と
同
様
に
制
度
化
さ
れ
て
い
る

「
標
準
型
炉
の
設
計
認
証
（A

dvanced 

D
esign Certification

）」
や
「
事
前

サ
イ
ト
許
可
（E

a
r
ly 

S
ite 

Perm
it

）」
な
ど
の
仕
組
み
を
取
り
入

れ
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

投
資
の
円
滑
化
な
ど
の
政
策
的
支
援

　

原
子
力
発
電
は
、
全
発
電
期
間
を
通

算
す
れ
ば
、
他
電
源
に
比
べ
て
良
好
な

経
済
性
を
有
す
る
こ
と
が
知
ら
れ
て
い

る
。
そ
の
一
方
で
、
資
本
集
約
的
な
性

質
の
た
め
、
初
期
投
資
（
減
価
償
却
）

や
廃
止
措
置
時
な
ど
一
時
的
に
大
き
な

資
金
負
担
を
生
じ
、
特
に
複
数
の
原
子

炉
の
設
置
や
廃
止
が
同
時
に
発
生
す
る

よ
う
な
場
合
に
は
収
支
上
大
き
な
影
響

を
及
ぼ
し
得
る
た
め
、
米
国
な
ど
で
は

負
担
の
軽
減
・
平
準
化
の
た
め
の
法
的

な
措
置
が
採
ら
れ
て
い
る
。
日
本
で
も
、

例
え
ば
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
の
各
段
階
、

あ
る
い
は
遠
隔
立
地
に
伴
う
長
距
離
送

電
線
や
連
係
線
の
設
置
な
ど
、
原
子
力

の
円
滑
な
拡
大
を
阻
害
す
る
要
因
が
あ

れ
ば
、
そ
れ
ら
の
除
去
軽
減
に
意
を
払

う
必
要
が
あ
る
。
現
在
、
そ
う
し
た
政

策
的
な
支
援
の
枠
組
み
作
り
が
進
ん
で

い
る
[9]
。

（
3
） 

核
燃
料
サ
イ
ク
ル
の
確
立
と

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産
量
倍
増
シ
ナ
リ
オ
」

に
向
け
た
展
開

　

原
子
力
が
長
期
に
わ
た
っ
て
エ
ネ
ル

ギ
ー
供
給
を
行
う
こ
と
を
可
能
と
す
る

前
提
条
件
と
し
て
、
核
燃
料
サ
イ
ク
ル

の
確
立
が
必
要
で
あ
る
。
使
用
済
み
燃

料
を
再
処
理
し
核
燃
料
を
リ
サ
イ
ク
ル

利
用
す
る
活
動
は
、
供
給
安
定
性
に
優

れ
て
い
る
と
い
う
原
子
力
発
電
の
特
性

を
一
層
向
上
さ
せ
る
と
同
時
に
、
既
存

原
子
力
プ
ラ
ン
ト
の
有
効
利
用
お
よ
び

新
規
建
設
を
支
え
る
も
の
と
な
る
。
そ

の
意
味
で
、
ま
ず
日
本
原
燃
六
ケ
所
再

処
理
施
設
の
運
転
開
始
、
プ
ル
サ
ー
マ

ル
の
着
実
な
実
施
、
そ
し
て
高
レ
ベ
ル

放
射
性
廃
棄
物
処
分
場
立
地
点
選
定
へ

の
道
を
開
く
こ
と
の
重
要
性
は
言
を
待

た
な
い
。
さ
ら
に
、
本
稿
で
論
じ
て
い

る
「
C
O
2
排
出
大
規
模
削
減
へ
の
原

子
力
の
貢
献
」
す
な
わ
ち
「
原
子
力
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産
量
倍
増
」
シ
ナ
リ
オ

の
実
現
を
想
定
す
れ
ば
、
現
状
の
原
子

力
発
電
設
備
の
２
倍
近
い
設
備
容
量
に

対
し
て
充
分
な
燃
料
供
給
お
よ
び
廃
棄

物
処
理
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
可
能
と
す

る
た
め
の
検
討
も
重
要
で
あ
り
、
こ
こ

で
は
特
に
以
下
の
２
点
を
挙
げ
る
。

　

第
１
の
課
題
は
、
フ
ロ
ン
ト
エ
ン
ド

の
競
争
力
の
向
上
で
あ
る
。
対
カ
ザ
フ

ス
タ
ン
な
ど
、
近
年
日
本
は
資
源
外
交

に
力
を
入
れ
て
取
り
組
ん
で
お
り
、
天

然
ウ
ラ
ン
権
益
確
保
も
明
確
に
課
題
と

し
て
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
を

一
層
強
化
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。
他
方
、
ウ
ラ
ン
濃
縮
に
つ
い

て
も
、
仏
A
R
E
V
A
、
露

R
O
S
A
T
O
M
、
米
U
S
E
C
な
ど

外
国
の
濃
縮
事
業
者
の
動
向
や
そ
れ
ら

の
間
の
国
際
競
争
を
も
視
野
に
入
れ
な

が
ら
、
原
子
力
と
い
う
準
国
産
エ
ネ
ル

ギ
ー
源
の
供
給
の
要
と
し
て
の
位
置
付

け
を
戦
略
的
に
確
立
し
て
い
く
取
り
組

み
が
求
め
ら
れ
る
。

　

第
２
の
課
題
は
、
使
用
済
み
燃
料
対

策
で
あ
る
。
六
ケ
所
再
処
理
施
設
の
順

調
な
稼
働
と
、
青
森
県
む
つ
市
に
建
設

中
の
リ
サ
イ
ク
ル
燃
料
貯
蔵
の
リ
サ
イ

ク
ル
燃
料
備
蓄
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
整
備

に
よ
り
、
現
状
の
原
子
力
発
電
設
備
か

ら
の
使
用
済
み
燃
料
発
生
量
（
年
９
０

０
ｔ
程
度
）
に
対
処
す
る
と
い
う
現
在

の
計
画
を
着
実
に
進
め
る
こ
と
を
前
提

に
、
将
来
的
に
は
、
第
２
再
処
理
工
場

の
設
置
や
、
使
用
済
み
燃
料
の
中
間
貯

蔵
容
量
の
柔
軟
か
つ
機
動
的
な
拡
充
を

進
め
る
必
要
も
生
じ
る
。
こ
れ
ら
の
取

り
組
み
に
よ
り
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産

量
倍
増
シ
ナ
リ
オ
」
で
（
燃
料
の
高
燃

焼
度
化
な
ど
の
効
率
化
が
あ
っ
た
と
し

て
も
）
２
倍
近
い
量
が
想
定
さ
れ
る
使

用
済
み
燃
料
発
生
に
適
時
的
確
に
対
応

す
る
こ
と
も
可
能
に
な
る
。
再
処
理
容

量
の
増
加
に
つ
い
て
は
次
世
代
の
再
処

理
技
術
も
視
野
に
入
れ
た
検
討
を
、
貯

蔵
容
量
の
拡
充
に
つ
い
て
は
原
子
力
発

電
サ
イ
ト
に
お
け
る
貯
蔵
の
機
動
的
な

援
用
も
図
っ
て
い
く
べ
き
で
あ
ろ
う
。

　

こ
れ
ま
で
に
述
べ
た
既
設
炉
の
活
用
、

新
規
炉
建
設
の
両
面
の
努
力
が
順
調
に

実
れ
ば
、
C
O
2
排
出
量
の
60
％
削
減

に
向
け
て
冒
頭
に
掲
げ
た
「
原
子
力
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産
量
倍
増
」
の
実
現
も

決
し
て
不
可
能
で
は
な
い
。
た
だ
し
、

そ
の
確
実
な
実
現
に
向
け
て
は
、
こ
れ

ま
で
に
述
べ
た
課
題
だ
け
で
な
く
、
原

子
力
発
電
の
健
全
な
運
用
を
阻
害
し
得

る
、
社
会
か
ら
見
た
原
子
力
利
用
の
継

続
、
増
進
に
対
す
る
合
意
形
成
や
制
度

的
担
保
に
か
か
わ
る
諸
課
題
に
も
、
こ

れ
ま
で
以
上
に
配
慮
し
た
上
で
進
め
て

い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

地
方
分
権
化
時
代
で
の
役
割
分
担

　

地
球
温
暖
化
問
題
に
対
す
る
国
民
意

識
の
高
ま
り
か
ら
、
原
子
力
発
電
所
の

必
要
性
に
対
す
る
認
識
が
着
実
に
高
く

な
っ
て
い
る
も
の
の
、
安
全
性
を
懸
念

す
る
人
の
割
合
は
半
数
を
超
え
て
い
る

[10]
。
そ
う
し
た
国
民
感
情
に
加
え
て
、

今
後
、
地
方
分
権
化
の
進
展
に
伴
い
、

原
子
力
政
策
の
立
案
・
実
施
に
お
い
て

は
、
広
範
な
利
害
関
係
者
の
参
画
を
得

な
が
ら
、
社
会
情
勢
の
変
化
を
見
極
め

つ
つ
、
柔
軟
な
修
正
が
要
求
さ
れ
て
い

く
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
更
な
る
市
町

村
合
併
な
ど
地
域
主
権
型
の
分
権
化
の

進
展
が
、
原
子
力
政
策
が
国
の
専
権
事

項
（
注
１
）
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
の

間
に
矛
盾
や
相
克
を
生
む
こ
と
が
な
い

か
（
注
２
）、
原
子
力
政
策
の
立
案
・
実

施
に
お
け
る
国
と
基
礎
自
治
体
と
の
間

の
関
係
性
や
役
割
分
担
に
つ
い
て
、
そ

の
時
々
の
民
意
も
的
確
に
反
映
し
つ
つ
、

真
剣
に
考
え
、
探
り
続
け
る
努
力
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。

社
会
的
リ
ス
ク
管
理
へ
の
対
応

　

新
潟
県
中
越
沖
地
震
で
は
、
原
子
炉

安
全
に
影
響
す
る
被
害
は
発
生
し
な
か

っ
た
も
の
の
、
原
子
力
の
地
震
リ
ス
ク

が
世
間
の
耳
目
を
集
め
、
耐
震
安
全
性

を
含
む
原
子
力
安
全
規
制
へ
の
社
会
的

な
関
心
が
高
ま
っ
た
。
こ
れ
を
機
会
に
、

今
後
原
子
力
利
用
を
拡
大
し
て
い
く
た

め
に
は
、
安
全
規
制
活
動
の
合
理
性
、

透
明
性
を
高
め
て
い
く
こ
と
、
ま
た
原

子
力
事
業
者
は
組
織
リ
ス
ク
管
理
活
動

を
強
化
し
て
い
く
こ
と
が
、
社
会
の
理

解
促
進
の
点
か
ら
も
重
要
で
あ
る
。

国
際
規
範
へ
の
対
応

　

本
稿
で
想
定
し
た
「
原
子
力
の
温
暖

化
防
止
へ
の
貢
献
」
へ
の
期
待
、
あ
る

い
は
世
界
的
な
「
原
子
力
ル
ネ
ッ
サ
ン

ス
」
の
潮
流
の
下
で
、
国
際
社
会
で
の

原
子
力
の
重
要
性
の
認
識
が
高
ま
っ
て

お
り
、
そ
の
具
体
的
な
活
用
が
各
国
で

検
討
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
中
で

は
、
わ
が
国
の
規
制
や
法
制
な
ど
も
、

国
際
規
範
と
の
整
合
性
を
持
っ
て
い
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
現
在
の
と
こ
ろ
、

わ
が
国
で
は
、
核
拡
散
防
止
条
約

（
N
P
T
）
に
基
づ
い
て
、
国
際
原
子

3
原
子
力
政
策
と

社
会
合
意



2009.3／エネルギーフォーラム 　64

連載◎「電気で温暖化防止に挑戦」

第5回 低炭素社会実現の鍵を握る原子力発電

65 　エネルギーフォーラム／2009.3

い
て
、
透
明
性
を
持
っ
た
検
討
を
進
め
、

そ
の
結
果
を
逐
次
実
現
し
て
い
く
こ
と

が
急
務
で
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
事
項
に
対
す
る
取
り
組
み

に
よ
り
、
上
述
の
開
発
計
画
分
以
外
の

新
規
建
設
が
な
い
と
し
て
も
、
50
年
時

点
で
91
年
以
降
に
運
転
開
始
し
た
３
８

０
０
万
ｋ
Ｗ
に
加
え
て
出
力
向
上
分
が

供
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
出
力
向
上

の
寄
与
を
見
込
ま
な
い
と
し
て
も
，
本

稿
の
検
討
に
お
い
て
仮
定
し
た
設
備
容

量
９
０
０
０
万
ｋ
Ｗ
の
う
ち
42
％
程
度

以
上
を
既
設
軽
水
炉
（
開
発
計
画
に
基

づ
く
建
設
分
含
む
）
で
担
う
こ
と
が
可

能
で
あ
る
。
そ
の
一
方
で
、
な
お
不
足

す
る
最
大
５
２
０
０
万
ｋ
Ｗ
（
出
力
向

上
の
寄
与
が
あ
れ
ば
そ
の
分
だ
け
少
な

く
て
済
む
）に
つ
い
て
、
新
規
建
設（
既

設
炉
の
リ
プ
レ
ー
ス
建
設
を
含
む
）
に

よ
る
補
完
増
強
を
図
っ
て
い
か
ざ
る
を

得
な
い
。
そ
の
実
現
の
た
め
の
課
題
と

し
て
は
、
何
が
あ
る
だ
ろ
う
か
。

（
2
） 

新
規
炉
の
着
実
な
建
設

　

新
規
の
原
子
力
プ
ラ
ン
ト
建
設
に
向

け
て
は
、
既
設
炉
の
廃
止
措
置
お
よ
び

そ
の
跡
地
再
利
用
の
た
め
の
技
術
（
リ

プ
レ
ー
ス
技
術
）
開
発
や
、
現
行
の
軽

水
炉
よ
り
さ
ら
に
安
全
性
と
経
済
性
を

高
め
た
次
世
代
の
軽
水
炉
開
発
な
ど
が

進
め
ら
れ
て
い
る
。
リ
プ
レ
ー
ス
技
術

や
将
来
建
設
さ
れ
る
に
ふ
さ
わ
し
い
原

子
炉
の
設
計
や
技
術
課
題
な
ど
に
つ
い

て
は
、
連
載
第
８
回
（
本
誌
６
月
号
）

で
論
じ
る
こ
と
と
す
る
が
、
こ
こ
で
は
、

今
後
原
子
力
プ
ラ
ン
ト
が
順
調
に
建
設

さ
れ
て
い
く
た
め
の
条
件
と
し
て
、
以

下
の
２
点
を
強
調
し
た
い
。

新
・
増
設
の
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
短
縮

　

原
子
力
発
電
所
の
新
規
建
設
、
増
設

あ
る
い
は
リ
プ
レ
ー
ス
に
は
、
計
画
か

ら
建
設
を
経
て
運
転
開
始
に
至
る
ま
で

長
い
リ
ー
ド
タ
イ
ム
を
伴
う
。
そ
の
中

で
、
許
認
可
手
続
き
に
要
す
る
時
間
も

無
視
で
き
な
い
要
素
で
あ
り
、
そ
の
合

理
化
に
よ
る
所
要
時
間
短
縮
が
望
ま
れ

る
。
既
存
サ
イ
ト
に
お
け
る
増
設
な
い

し
リ
プ
レ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
米
国
で

採
用
さ
れ
て
い
る
「
建
設
運
転
一
括
許

認
可
（C

om
bined C

onstruction 

an
d O

p
eratin

g L
icen

se

：

C
O
L
）」
制
度
な
ど
の
活
用
な
ど
、

手
続
き
の
簡
素
化
を
図
る
余
地
が
あ
る
。

ま
た
、
新
規
サ
イ
ト
に
つ
い
て
は
、

C
O
L
と
同
様
に
制
度
化
さ
れ
て
い
る

「
標
準
型
炉
の
設
計
認
証
（A

dvanced 

D
esign Certification

）」
や
「
事
前

サ
イ
ト
許
可
（E

a
r
ly 

S
ite 

Perm
it

）」
な
ど
の
仕
組
み
を
取
り
入

れ
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

投
資
の
円
滑
化
な
ど
の
政
策
的
支
援

　

原
子
力
発
電
は
、
全
発
電
期
間
を
通

算
す
れ
ば
、
他
電
源
に
比
べ
て
良
好
な

経
済
性
を
有
す
る
こ
と
が
知
ら
れ
て
い

る
。
そ
の
一
方
で
、
資
本
集
約
的
な
性

質
の
た
め
、
初
期
投
資
（
減
価
償
却
）

や
廃
止
措
置
時
な
ど
一
時
的
に
大
き
な

資
金
負
担
を
生
じ
、
特
に
複
数
の
原
子

炉
の
設
置
や
廃
止
が
同
時
に
発
生
す
る

よ
う
な
場
合
に
は
収
支
上
大
き
な
影
響

を
及
ぼ
し
得
る
た
め
、
米
国
な
ど
で
は

負
担
の
軽
減
・
平
準
化
の
た
め
の
法
的

な
措
置
が
採
ら
れ
て
い
る
。
日
本
で
も
、

例
え
ば
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
の
各
段
階
、

あ
る
い
は
遠
隔
立
地
に
伴
う
長
距
離
送

電
線
や
連
係
線
の
設
置
な
ど
、
原
子
力

の
円
滑
な
拡
大
を
阻
害
す
る
要
因
が
あ

れ
ば
、
そ
れ
ら
の
除
去
軽
減
に
意
を
払

う
必
要
が
あ
る
。
現
在
、
そ
う
し
た
政

策
的
な
支
援
の
枠
組
み
作
り
が
進
ん
で

い
る
[9]
。

（
3
） 

核
燃
料
サ
イ
ク
ル
の
確
立
と

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産
量
倍
増
シ
ナ
リ
オ
」

に
向
け
た
展
開

　

原
子
力
が
長
期
に
わ
た
っ
て
エ
ネ
ル

ギ
ー
供
給
を
行
う
こ
と
を
可
能
と
す
る

前
提
条
件
と
し
て
、
核
燃
料
サ
イ
ク
ル

の
確
立
が
必
要
で
あ
る
。
使
用
済
み
燃

料
を
再
処
理
し
核
燃
料
を
リ
サ
イ
ク
ル

利
用
す
る
活
動
は
、
供
給
安
定
性
に
優

れ
て
い
る
と
い
う
原
子
力
発
電
の
特
性

を
一
層
向
上
さ
せ
る
と
同
時
に
、
既
存

原
子
力
プ
ラ
ン
ト
の
有
効
利
用
お
よ
び

新
規
建
設
を
支
え
る
も
の
と
な
る
。
そ

の
意
味
で
、
ま
ず
日
本
原
燃
六
ケ
所
再

処
理
施
設
の
運
転
開
始
、
プ
ル
サ
ー
マ

ル
の
着
実
な
実
施
、
そ
し
て
高
レ
ベ
ル

放
射
性
廃
棄
物
処
分
場
立
地
点
選
定
へ

の
道
を
開
く
こ
と
の
重
要
性
は
言
を
待

た
な
い
。
さ
ら
に
、
本
稿
で
論
じ
て
い

る
「
C
O
2
排
出
大
規
模
削
減
へ
の
原

子
力
の
貢
献
」
す
な
わ
ち
「
原
子
力
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産
量
倍
増
」
シ
ナ
リ
オ

の
実
現
を
想
定
す
れ
ば
、
現
状
の
原
子

力
発
電
設
備
の
２
倍
近
い
設
備
容
量
に

対
し
て
充
分
な
燃
料
供
給
お
よ
び
廃
棄

物
処
理
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
可
能
と
す

る
た
め
の
検
討
も
重
要
で
あ
り
、
こ
こ

で
は
特
に
以
下
の
２
点
を
挙
げ
る
。

　

第
１
の
課
題
は
、
フ
ロ
ン
ト
エ
ン
ド

の
競
争
力
の
向
上
で
あ
る
。
対
カ
ザ
フ

ス
タ
ン
な
ど
、
近
年
日
本
は
資
源
外
交

に
力
を
入
れ
て
取
り
組
ん
で
お
り
、
天

然
ウ
ラ
ン
権
益
確
保
も
明
確
に
課
題
と

し
て
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
を

一
層
強
化
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。
他
方
、
ウ
ラ
ン
濃
縮
に
つ
い

て
も
、
仏
A
R
E
V
A
、
露

R
O
S
A
T
O
M
、
米
U
S
E
C
な
ど

外
国
の
濃
縮
事
業
者
の
動
向
や
そ
れ
ら

の
間
の
国
際
競
争
を
も
視
野
に
入
れ
な

が
ら
、
原
子
力
と
い
う
準
国
産
エ
ネ
ル

ギ
ー
源
の
供
給
の
要
と
し
て
の
位
置
付

け
を
戦
略
的
に
確
立
し
て
い
く
取
り
組

み
が
求
め
ら
れ
る
。

　

第
２
の
課
題
は
、
使
用
済
み
燃
料
対

策
で
あ
る
。
六
ケ
所
再
処
理
施
設
の
順

調
な
稼
働
と
、
青
森
県
む
つ
市
に
建
設

中
の
リ
サ
イ
ク
ル
燃
料
貯
蔵
の
リ
サ
イ

ク
ル
燃
料
備
蓄
セ
ン
タ
ー
な
ど
の
整
備

に
よ
り
、
現
状
の
原
子
力
発
電
設
備
か

ら
の
使
用
済
み
燃
料
発
生
量
（
年
９
０

０
ｔ
程
度
）
に
対
処
す
る
と
い
う
現
在

の
計
画
を
着
実
に
進
め
る
こ
と
を
前
提

に
、
将
来
的
に
は
、
第
２
再
処
理
工
場

の
設
置
や
、
使
用
済
み
燃
料
の
中
間
貯

蔵
容
量
の
柔
軟
か
つ
機
動
的
な
拡
充
を

進
め
る
必
要
も
生
じ
る
。
こ
れ
ら
の
取

り
組
み
に
よ
り
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産

量
倍
増
シ
ナ
リ
オ
」
で
（
燃
料
の
高
燃

焼
度
化
な
ど
の
効
率
化
が
あ
っ
た
と
し

て
も
）
２
倍
近
い
量
が
想
定
さ
れ
る
使

用
済
み
燃
料
発
生
に
適
時
的
確
に
対
応

す
る
こ
と
も
可
能
に
な
る
。
再
処
理
容

量
の
増
加
に
つ
い
て
は
次
世
代
の
再
処

理
技
術
も
視
野
に
入
れ
た
検
討
を
、
貯

蔵
容
量
の
拡
充
に
つ
い
て
は
原
子
力
発

電
サ
イ
ト
に
お
け
る
貯
蔵
の
機
動
的
な

援
用
も
図
っ
て
い
く
べ
き
で
あ
ろ
う
。

　

こ
れ
ま
で
に
述
べ
た
既
設
炉
の
活
用
、

新
規
炉
建
設
の
両
面
の
努
力
が
順
調
に

実
れ
ば
、
C
O
2
排
出
量
の
60
％
削
減

に
向
け
て
冒
頭
に
掲
げ
た
「
原
子
力
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
生
産
量
倍
増
」
の
実
現
も

決
し
て
不
可
能
で
は
な
い
。
た
だ
し
、

そ
の
確
実
な
実
現
に
向
け
て
は
、
こ
れ

ま
で
に
述
べ
た
課
題
だ
け
で
な
く
、
原

子
力
発
電
の
健
全
な
運
用
を
阻
害
し
得

る
、
社
会
か
ら
見
た
原
子
力
利
用
の
継

続
、
増
進
に
対
す
る
合
意
形
成
や
制
度

的
担
保
に
か
か
わ
る
諸
課
題
に
も
、
こ

れ
ま
で
以
上
に
配
慮
し
た
上
で
進
め
て

い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

地
方
分
権
化
時
代
で
の
役
割
分
担

　

地
球
温
暖
化
問
題
に
対
す
る
国
民
意

識
の
高
ま
り
か
ら
、
原
子
力
発
電
所
の

必
要
性
に
対
す
る
認
識
が
着
実
に
高
く

な
っ
て
い
る
も
の
の
、
安
全
性
を
懸
念

す
る
人
の
割
合
は
半
数
を
超
え
て
い
る

[10]
。
そ
う
し
た
国
民
感
情
に
加
え
て
、

今
後
、
地
方
分
権
化
の
進
展
に
伴
い
、

原
子
力
政
策
の
立
案
・
実
施
に
お
い
て

は
、
広
範
な
利
害
関
係
者
の
参
画
を
得

な
が
ら
、
社
会
情
勢
の
変
化
を
見
極
め

つ
つ
、
柔
軟
な
修
正
が
要
求
さ
れ
て
い

く
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
更
な
る
市
町

村
合
併
な
ど
地
域
主
権
型
の
分
権
化
の

進
展
が
、
原
子
力
政
策
が
国
の
専
権
事

項
（
注
１
）
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
の

間
に
矛
盾
や
相
克
を
生
む
こ
と
が
な
い

か
（
注
２
）、
原
子
力
政
策
の
立
案
・
実

施
に
お
け
る
国
と
基
礎
自
治
体
と
の
間

の
関
係
性
や
役
割
分
担
に
つ
い
て
、
そ

の
時
々
の
民
意
も
的
確
に
反
映
し
つ
つ
、

真
剣
に
考
え
、
探
り
続
け
る
努
力
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。

社
会
的
リ
ス
ク
管
理
へ
の
対
応

　

新
潟
県
中
越
沖
地
震
で
は
、
原
子
炉

安
全
に
影
響
す
る
被
害
は
発
生
し
な
か

っ
た
も
の
の
、
原
子
力
の
地
震
リ
ス
ク

が
世
間
の
耳
目
を
集
め
、
耐
震
安
全
性

を
含
む
原
子
力
安
全
規
制
へ
の
社
会
的

な
関
心
が
高
ま
っ
た
。
こ
れ
を
機
会
に
、

今
後
原
子
力
利
用
を
拡
大
し
て
い
く
た

め
に
は
、
安
全
規
制
活
動
の
合
理
性
、

透
明
性
を
高
め
て
い
く
こ
と
、
ま
た
原

子
力
事
業
者
は
組
織
リ
ス
ク
管
理
活
動

を
強
化
し
て
い
く
こ
と
が
、
社
会
の
理

解
促
進
の
点
か
ら
も
重
要
で
あ
る
。

国
際
規
範
へ
の
対
応

　

本
稿
で
想
定
し
た
「
原
子
力
の
温
暖

化
防
止
へ
の
貢
献
」
へ
の
期
待
、
あ
る

い
は
世
界
的
な
「
原
子
力
ル
ネ
ッ
サ
ン

ス
」
の
潮
流
の
下
で
、
国
際
社
会
で
の

原
子
力
の
重
要
性
の
認
識
が
高
ま
っ
て

お
り
、
そ
の
具
体
的
な
活
用
が
各
国
で

検
討
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
中
で

は
、
わ
が
国
の
規
制
や
法
制
な
ど
も
、

国
際
規
範
と
の
整
合
性
を
持
っ
て
い
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
現
在
の
と
こ
ろ
、

わ
が
国
で
は
、
核
拡
散
防
止
条
約

（
N
P
T
）
に
基
づ
い
て
、
国
際
原
子

3
原
子
力
政
策
と

社
会
合
意
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力
機
関
（
I
A
E
A
）
の
保
障
措
置
の

下
に
、
核
物
質
や
機
微
な
技
術
・
施
設

は
国
際
的
に
最
高
水
準
の
管
理
の
下
に

あ
る
。し
か
し
な
が
ら
、い
わ
ゆ
る「
９
・

11
」
以
降
の
国
際
情
勢
の
変
化
に
よ
り
、

民
生
用
の
原
子
力
施
設
に
お
け
る
（
物

質
の
み
な
ら
ず
、
情
報
な
ど
も
対
象
と

す
る
）
核
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
全
般
に
対

す
る
要
求
へ
の
対
応
は
、
一
層
厳
し
く

求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

現
在
の
核
物
質
の
管
理
水
準
を
今
後
と

も
堅
持
し
つ
つ
、
核
不
拡
散
の
強
化
や

核
物
質
・
技
術
の
多
国
間
管
理
構
想
な

ど
、
国
際
機
関
を
中
心
に
進
行
中
の
議

論
の
動
向
を
注
視
し
、
適
切
か
つ
先
取

り
的
に
対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　

本
稿
で
は
、
低
炭
素
社
会
実
現
に
向

け
、
そ
の
鍵
を
握
る
原
子
力
発
電
に
期

待
さ
れ
る
役
割
と
課
題
に
つ
い
て
述
べ

た
。
現
状
に
お
い
て
、
大
容
量
の
電
力

供
給
が
可
能
な
低
炭
素
排
出
電
源
で
あ

る
原
子
力
発
電
へ
の
期
待
は
極
め
て
大

き
い
。
し
か
し
、
原
子
力
発
電
容
量
の

確
保
・
増
大
の
た
め
に
は
、
高
経
年
炉

対
策
な
ど
の
技
術
課
題
の
ほ
か
に
、
ほ

か
の
低
炭
素
排
出
電
源
に
は
な
い
政
治
、

経
済
、
社
会
面
で
の
特
有
の
課
題
と
リ

ス
ク
が
存
在
し
、
そ
の
一
つ
ひ
と
つ
の

課
題
克
服
に
は
多
大
な
時
間
と
努
力
を

要
す
る
。
計
画
か
ら
現
実
の
も
の
に
な

る
ま
で
リ
ー
ド
タ
イ
ム
が
長
い
原
子
力

発
電
が
、
目
標
と
し
て
設
定
さ
れ
た
時

点
に
お
い
て
ど
の
程
度
の
役
割
を
果
た

せ
る
か
は
、
社
会
か
ら
の
安
定
し
た
支

持
を
得
ら
れ
る
か
否
か
に
か
か
っ
て
い

る
。
そ
の
た
め
に
は
、
何
よ
り
も
本
稿

で
論
じ
た
よ
う
に
、
あ
ら
ゆ
る
局
面
に

お
い
て
「
原
子
力
の
競
争
力
を
向
上
さ

せ
て
い
く
」
必
要
が
あ
る
。
原
子
力
が

競
争
力
あ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
と
し
て
確

立
し
て
い
る
こ
と
を
前
提
に
、
社
会
情

勢
の
変
化
を
読
み
誤
っ
た
り
乗
り
遅
れ

た
り
す
る
こ
と
な
く
真し
ん
し摯
に
社
会
に
向

き
合
い
、
低
炭
素
社
会
実
現
に
向
け
た

幅
広
い
選
択
肢
を
含
め
て
技
術
的
情
報

を
分
か
り
や
す
く
伝
え
つ
つ
、
社
会
か

ら
選
び
取
ら
れ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
で
在

り
続
け
る
た
め
の
努
力
を
重
ね
て
い
か

ね
ば
な
ら
な
い
。
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推
計
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前
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件
の
違
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よ
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中
研
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告
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0
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中
部
電
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岡
原
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つ
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d
en
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F
iles/
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九
州
電
力
株
式
会
社
「
川
内
原
子
力

発
電
所
に
お
け
る
環
境
調
査
結
果
の
報

告
及
び
川
内
原
子
力
発
電
所
３
号
機
の

増
設
申
入
れ
に
つ
い
て
」
平
成
21
年
１

月
８
日
。http://w

w
w
.kyuden.

co.jp/press_090108-1.htm
l
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米
国
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ー
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日
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業
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タ
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総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
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査
会
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安
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保
安
部
会
検
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の
在
り
方
に

関
す
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検
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告
書
（
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0
0
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）
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米
国
N
R
C
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（
2
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8
）

[8] 

電
気
事
業
連
合
会
他
、「
産
業
界
に

お
け
る
P
L
M
研
究
推
進
会
議
の
取
り

組
み
」、安
全
フ
ォ
ー
ラ
ム（
2
0
0
7
）
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総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会 

電

気
事
業
分
科
会 

原
子
力
発
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投
資
環
境

整
備
小
委
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会
報
告
書
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0
7
）

[10]
第
18
回
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
世
論

調
査
、社
会
経
済
生
産
本
部（
2
0
0
4
）

4
社
会
か
ら
選
び
と
ら
れ
る

エ
ネ
ル
ギ
ー
源
で
在
り
続

け
る
た
め
に

注
１
：
原
子
力
委
員
会
お
よ
び
原
子
力
安

全
委
員
会
設
置
法
（
昭
和
三
十
年
十
二
月

十
九
日
法
律
第
百
八
十
八
号
）
第
二
条 

原
子
力
委
員
会
（
以
下
こ
の
章
に
お
い
て

「
委
員
会
」
と
い
う
。）
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
企
画
し
、審
議
し
、

お
よ
び
決
定
す
る
。
一
、
原
子
力
利
用
に

関
す
る
政
策
に
関
す
る
こ
と
。（
以
下
略
）

注
２
：
通
例
で
は
「
国
の
専
権
事
項
」
と

し
て
は
外
交
、
安
全
保
障
な
ど
が
挙
げ
ら

れ
、
原
子
力
政
策
に
も
施
設
設
置
の
許
認

可
な
ど
の
他
に
、
核
不
拡
散
な
ど
本
来
的

に
専
権
事
項
で
あ
る
べ
き
要
素
が
多
く
含

ま
れ
る
こ
と
も
事
実
で
あ
る
。
他
方
、
あ

え
て
例
を
挙
げ
れ
ば
、
原
子
力
事
業
者
と

地
元
の
県
、
発
電
所
所
在
市
町
村
、
隣
接

市
町
村
の
間
で
締
結
さ
れ
る「
安
全
協
定
」

や
、地
方
税
と
し
て
の
核
燃
料
税
な
ど
は
、

国
の
政
策
範
囲
と
は
別
個
の
措
置
と
し
て

実
施
さ
れ
て
い
る
。




